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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶媒を含む電極スラリーを集電体に塗布することによって形成された電極層を乾燥炉の
中において乾燥させる電極乾燥方法であって、
　時間に対する前記電極層からの溶媒の蒸発量の軌跡で定義される乾燥基準値を予め設定
し、前記乾燥炉内の温度、風速および溶媒濃度を含む乾燥因子を検出して当該乾燥因子に
基づいて前記溶媒の蒸発量を算出し、当該溶媒の蒸発量が前記乾燥基準値に追従するよう
に、前記乾燥炉内を加熱する加熱部および前記乾燥炉内に送風する送風部を制御しつつ前
記電極層を乾燥させ、
　前記乾燥炉内に前記電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、前記乾燥因子に基づ
いて算出される前記溶媒の蒸発量が、変更した後の乾燥時間に対応する既定の乾燥基準値
に追従するように、前記加熱部および送風部を制御する、電極乾燥方法。
【請求項２】
　前記乾燥炉内に前記電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、前記加熱部に加えて
当該加熱部と異なる追加加熱部を用いて前記電極層を加熱する、請求項１に記載の電極乾
燥方法。
【請求項３】
　前記乾燥炉内に前記電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、前記加熱部による加
熱量を増加させつつ前記追加加熱部を作動させた後、前記追加加熱部による加熱量を徐々
に減少させる、請求項２に記載の電極乾燥方法。
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【請求項４】
　前記電極層から蒸発した溶媒を排気するための専用の排気経路を設け、当該排気経路に
前記溶媒の濃度を検出する溶媒濃度検出部を配置して前記溶媒の濃度を検出する、請求項
１～３のいずれか１項に記載の電極乾燥方法。
【請求項５】
　前記乾燥炉内に前記専用の排気経路へ向かう流体の流れを生じさせて前記専用の排気経
路へ蒸発した前記溶媒を導く、請求項４に記載の電極乾燥方法。
【請求項６】
　前記専用の排気経路へ向かう流体の流れを生じさせる捕集用ノズルを設け、当該捕集用
ノズルにより前記専用の排気経路へ蒸発した前記溶媒を導く、請求項５に記載の電極乾燥
方法。
【請求項７】
　前記乾燥炉内において前記電極層からの距離が異なる複数個所に前記電極層から蒸発し
た溶媒の濃度を検出する溶媒濃度検出部を配置し、複数の検出結果を平均化することで前
記溶媒の濃度を算出する、請求項１～３のいずれか１項に記載の電極乾燥方法。
【請求項８】
　溶媒を含む電極スラリーを集電体に塗布することによって形成された電極層を乾燥炉の
中において乾燥させる電極乾燥装置であって、
　前記乾燥炉内の温度を検出する温度検出部と、
　前記乾燥炉内の風速を検出する風速検出部と、
　前記乾燥炉内の雰囲気の溶媒濃度を検出する溶媒濃度検出部と、
　前記乾燥炉内を加熱する加熱部と、
　前記乾燥炉内に送風する送風部と、
　前記温度検出部、風速検出部および溶媒濃度検出部から検出された信号を受信し、検出
値に基づいて前記溶媒の蒸発量を算出し、当該溶媒の蒸発量が、時間に対する前記電極層
からの溶媒の蒸発量の軌跡で定義される予め設定された乾燥基準値に追従するように、前
記加熱部および前記送風部を制御する制御部と、を有し、
　前記制御部は、前記乾燥炉内に前記電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、前記
温度検出部、風速検出部および溶媒濃度検出部から受信した検出値に基づいて算出される
前記溶媒の蒸発量が、変更した後の乾燥時間に対応する既定の乾燥基準値に追従するよう
に、前記加熱部および送風部を制御する、電極乾燥装置。
【請求項９】
　前記加熱部と異なる追加加熱部を有し、
　前記制御部は、前記乾燥炉内に前記電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、前記
加熱部に加えて前記追加加熱部を作動させる、請求項８に記載の電極乾燥装置。
【請求項１０】
　前記制御部は、前記乾燥炉内に前記電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、前記
加熱部による加熱量を増加させつつ前記追加加熱部を作動させた後、前記追加加熱部によ
る加熱量を徐々に減少させる、請求項９に記載の電極乾燥装置。
【請求項１１】
　前記溶媒濃度検出部が配置される、前記電極層から蒸発した溶媒を排気するための専用
の排気経路を有する、請求項８～１０のいずれか１項に記載の電極乾燥装置。
【請求項１２】
　前記専用の排気経路へ向かう流体の流れを生じさせる捕集用ノズルを有する、請求項１
１に記載の電極乾燥装置。
【請求項１３】
　前記溶媒濃度検出部は、乾燥炉内において前記電極層からの距離が異なる複数個所に設
けられる、請求項８～１０のいずれか１項に記載の電極乾燥装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、電極乾燥方法および電極乾燥方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオン二次電池は、蓄電密度が大きく、充放電を繰り返し行っても蓄電性能を
よく保つことから、自動車や家電製品の電源として広く用いられている。
【０００３】
　リチウムイオン二次電池の電極形成過程においては、まず、正極のアルミニウム箔、負
極の銅箔のような電極箔上に、溶媒を含むスラリー状態の電極スラリーを一定重量塗布す
ることによって電極層を形成する。次に、乾燥炉の中において、電極層に含まれる溶媒を
蒸発させて乾燥させ、電極層の固形分と電極箔とを固着させている。電極乾燥工程におい
ては、乾燥炉内において、電極箔上の電極層に熱風を吹きつける方法が一般的である（例
えば、特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６―１０７７８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電極乾燥工程における溶媒の蒸発速度が速すぎると、電極層内での溶媒移動に伴い、電
極スラリーに含まれるバインダーの移動を著しくさせ、電極層の上層へバインダーが偏在
する。このようなバインダーの偏析が生じると、電極層の固形分と電極箔との間のバイン
ダー量が減るために密着強度が低下し、電池内の抵抗値が高くなり、電極性能の低下を招
くことになる。
【０００６】
　また、電極乾燥工程における溶媒の蒸発速度が遅いと、密着強度は上がるが、電極スラ
リー内で材料に偏在が生じる可能性があり、この結果として、電池内の抵抗値が高くなり
、電極性能の低下を招くことになる。
【０００７】
　したがって、溶媒の蒸発速度を適切に維持することが望ましいが、溶媒が蒸発するした
がって電極層内の溶媒の量が変化するため、望ましい蒸発速度を維持することは容易では
ない。このため、例えば特許文献１では、電極乾燥工程を乾燥度により複数の領域に分割
し、それぞれの領域での乾燥条件（温度、風速）を変更することで、電極層の乾燥度に応
じて乾燥条件を変更している。
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載の方法は、溶媒の蒸発速度を測定できないため、経験
と試行錯誤に基づいて乾燥条件を初期設定し、設定した条件を固定している。したがって
、各領域での電極乾燥工程の終了時での乾燥状態の到達点を定義しているに過ぎず、品質
に影響を与える連続的な乾燥状態を把握していない。
【０００９】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、電極層の連続的な乾燥状
態を把握しつつ望ましい乾燥条件を設定できる電極乾燥方法および電極乾燥装置を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明に係る電極乾燥方法は、溶媒を含む電極スラリーを集電体に塗布することによっ
て形成された電極層を乾燥炉の中において乾燥させる電極乾燥方法である。当該電極乾燥
方法は、時間に対する前記電極層からの溶媒の蒸発量の軌跡で定義される乾燥基準値を予
め設定し、前記乾燥炉内の温度、風速および溶媒濃度を含む乾燥因子を検出して当該乾燥
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因子に基づいて前記溶媒の蒸発量を算出する。そして、当該溶媒の蒸発量が乾燥基準値に
追従するように、乾燥炉内を加熱する加熱部および乾燥炉内に送風する送風部を制御しつ
つ前記電極層を乾燥させる。乾燥炉内に電極層を保持する乾燥時間を変更する場合に、乾
燥因子に基づいて算出される溶媒の蒸発量が、変更した後の乾燥時間に対応する既定の乾
燥基準値に追従するように、加熱部および送風部を制御する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る電極乾燥方法によれば、乾燥因子に基づいて算出される溶媒の蒸発量が乾
燥基準値に追従するように加熱部および送風部を制御するため、電極層の連続的な乾燥状
態を把握しつつ、望ましい乾燥条件を設定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】実施形態に係る電極乾燥装置を示す概略構成図である。
【図２】実施形態の乾燥方式によって電極層を乾燥させている状態を示す模式図である。
【図３】実施形態に係る電極乾燥装置に設けられる乾燥ゾーンの１つを示す概略構成図で
ある。
【図４】図３の４－４線に沿う概略断面図である。
【図５】乾燥炉通過時間に対する溶媒蒸発量を示すグラフである。
【図６】乾燥条件を変更した後の乾燥炉通過時間に対する溶媒蒸発量を示すグラフである
。
【図７】捕集用ノズルから吐出した空気によって蒸発した溶媒を捕集管へ導く際を示す概
略断面図であり、（Ａ）は層流を生じる場合、（Ｂ）は渦を生じる場合を示す。
【図８】追加加熱部を作動させた際の乾燥ゾーンの１つを示す概略構成図である。
【図９】溶媒濃度検出部の他の例を示す概略断面図である。
【図１０】追加加熱部の他の例を示す概略構成図である。
【図１１】追加加熱部のさらに他の例を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、添付した図面を参照しながら、本発明の実施形態を説明する。なお、図面の説明
において同一の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。図面の寸法比率は
、説明の都合上誇張されており、実際の比率とは異なる。
【００１４】
　図１～３に示すように、電極乾燥装置１０は、溶媒２１を含む電極スラリー２０を電極
箔３０（集電体に相当する）に塗布することによって形成された電極層４０を乾燥炉５０
の中において乾燥させる装置である。この電極乾燥装置１０は、電極層４０が形成された
電極箔３０を乾燥炉５０内において搬送する搬送部６０と、電極層４０を乾燥させる熱を
付与する加熱部８０と、加熱された空気を乾燥炉５０内に送風する送風部７０と、加熱部
８０とは異なる追加加熱部９０と、を有している。さらに、電極乾燥装置１０は、複数の
計測手段を備えており、電極層４０の温度を計測する電極温度検出部１００と、乾燥炉５
０内の風速を計測する風速検出部１１０と、炉内の雰囲気温度を計測する炉内温度検出部
１２０と、蒸発した溶媒の濃度を計測する溶媒濃度検出部１３０と、を有している。電極
乾燥装置１０は、構成する各部位が制御部１６０によって統括的に制御される。以下、詳
述する。
【００１５】
　電極箔３０は、集電体として用いられる。電極箔３０は、適宜の材料、例えば、アルミ
ニウム、銅、ニッケル、鉄、ステンレス鋼を用いることができる。具体的には、例えば、
正極集電体にはアルミニウムなどの電極箔３０を用い、負極集電体には銅などの電極箔３
０を用いることができる。電極箔３０の具体的な厚さについて特に制限はないが、例えば
、アルミニウムの場合には２０μｍ、銅の場合には１０μ程度の薄膜である。
【００１６】
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　電極スラリー２０には、正極を形成するために用いる正極スラリーと、負極を形成する
ために用いる負極スラリーとがある。
【００１７】
　正極スラリーは、例えば、正極活物質２２、導電助剤２４、およびバインダー２３を有
し、溶媒２１を添加することで、所定の粘度にされる。正極活物質２２は、例えば、マン
ガン酸リチウムである。導電助剤２４は、例えば、アセチレンブラックである。バインダ
ー２３は、例えば、ＰＶＤＦ（ポリフッ化ビニリデン）である。溶媒２１は、例えば、Ｎ
ＭＰ（ノルマルメチルピロリドン）である。なお、正極活物質２２は、マンガン酸リチウ
ムに特に限定されないが、容量および出力特性の観点から、リチウム－遷移金属複合酸化
物を適用することが好ましい。導電助剤２４は、例えば、カーボンブラックやグラファイ
トを利用することも可能である。バインダー２３および溶媒２１は、ＰＶＤＦおよびＮＭ
Ｐに限定されない。溶媒２１として水を用いることもできる。
【００１８】
　負極スラリーは、例えば、負極活物質２２、導電助剤２４、およびバインダー２３を有
し、溶媒２１を添加することで、所定の粘度にされる。負極活物質２２は、例えば、グラ
ファイトである。導電助剤２４、バインダー２３、および溶媒２１は、例えば、アセチレ
ンブラック、ＰＶＤＦ、およびＮＭＰである。なお、負極活物質２２は、グラファイトに
特に限定されず、ハードカーボンや、リチウム－遷移金属複合酸化物を利用することも可
能である。導電助剤２４は、例えば、カーボンブラックやグラファイトを利用することも
可能である。バインダー２３および溶媒２１は、ＰＶＤＦおよびＮＭＰに限定されない。
溶媒２１として水を用いることもできる。
【００１９】
　電極箔３０に正極スラリーを塗布することによって形成した正極の電極層４０および負
極スラリーを塗布することによって形成した負極の電極層４０を、乾燥炉５０において乾
燥し、正極および負極を形成する。このとき、電極スラリー２０に含まれる溶媒２１とし
てのＮＭＰは、蒸発することによって電極スラリー２０から除去する。
【００２０】
　電極乾燥装置１０の乾燥炉５０は、熱風通路および電極箔３０の搬送路を形成するケー
シング１４０を有している。乾燥炉５０内は、複数（図示例にあっては、６個）に区画し
た乾燥ゾーン５１～５６から構成されている。説明の便宜上、電極箔３０を搬送する方向
（以下、搬送方向という場合がある。）の上流側から順に（図１において左側から順に）
、第１の乾燥ゾーン５１、第２の乾燥ゾーン５２、第３の乾燥ゾーン５３、第４の乾燥ゾ
ーン５４、第５の乾燥ゾーン５５、および第６の乾燥ゾーン５６という。ケーシング１４
０内に仕切り壁１４１を設けることによって、第１～第６のそれぞれの乾燥ゾーン５１～
５６を形成している。搬送部６０を配置するために、ケーシング１４０の端面、および仕
切り壁１４１には開口部を設けている。第１～第６の乾燥ゾーン５１～５６のそれぞれに
は、搬送される電極箔３０の上方位置から熱風を供給するための上ノズル１４２と、搬送
される電極箔３０の下方位置から熱風を供給するための下ノズル１４３と、乾燥ゾーン５
１～５６内から排気管１９０を介して排気するための排気口１４４とを設けている。
【００２１】
　そして、各々の乾燥ゾーン５１～５６ごとに、加熱部８０、送風部７０、追加加熱部９
０を設けている。さらに、各々の乾燥ゾーン５１～５６ごとに、電極温度検出部１００、
風速検出部１１０、炉内温度検出部１２０、および溶媒濃度検出部１３０を設けている。
【００２２】
　上ノズル１４２および下ノズル１４３は、熱風供給管１５０が接続されており、熱風供
給管１５０には、加熱部８０と、送風部７０とが接続されている。加熱部および送風部７
０は、制御部１６０に接続されており、加熱温度および送風量を任意に制御可能となって
いる。送風部７０には、外部から空気を取り込む吸気管１７０と、乾燥ゾーン５１～５６
内の空気を再利用するための循環管１８０とが接続されており、循環管１８０に設けられ
るバルブ１８１が開閉することで、循環管１８０から排出された空気を、吸気管１７０か
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らの空気と任意の割合で混合して再び利用することができる。排気を再利用することで、
低コストでの量産が可能となる。
【００２３】
　送風部７０は、送風用のファン７１を有している。加熱部８０は、熱交換器であり、熱
媒体（例えば、蒸気や蒸気還流水）との間で熱交換を行って空気を加熱する。なお、加熱
部８０は、空気を加熱できるのであれば熱交換器でなくてもよい。熱風の温度は、環境温
度や電極スラリー２０の種類などによって種々異なることから特に限定されないが、例え
ば１００±４０℃である。
【００２４】
　追加加熱部９０は、搬送される電極箔３０の上方位置から電極層４０へ赤外線を照射す
る照射部９１と、照射部９１を覆うことが可能なシャッター９２とを備えている。シャッ
ター９２は、モータ等の駆動源によって開閉可能であり、閉じた状態では、照射部９１か
らの赤外線が電極層４０へ照射されず、開いた状態となることで、搬送方向と直交する幅
方向（図１、図３の紙面奥行方向。以下、幅方向という場合がある。）に延びる一定間隔
のスリット９３を形成する（図８参照）。スリット９３を通して照射された赤外線は、電
極層４０を加熱するが、この際、スリット９３の延びる方向（幅方向）には均一な照射率
となり、スリット９３の隙間方向（搬送方向）には、中央部を頂点として両方向へ照射率
が減少する。
【００２５】
　溶媒濃度検出部１３０は、蒸発した溶媒を捕集するための捕集管１３１（排気経路）と
、捕集管１３１へ向かう流れを乾燥炉５０内に形成する捕集用ノズル１３２と、捕集管１
３１内に設けられる溶媒濃度計１３４と、を有している。捕集管１３１および捕集用ノズ
ル１３２は、間に電極層４０を挟むように幅方向に対向して配置される。捕集用ノズル１
３２は、バルブ１５１を有する熱風供給管１５０に接続されることで、加熱された空気を
吐出でき、電極層４０の上面に沿う空気の流れを形成して、捕集管１３１へ空気を導入さ
せる。捕集管１３１は、捕集した空気を排気管１９０まで導く。溶媒濃度計１３４は、捕
集された空気に含まれる溶媒の濃度を検出し、検出した信号を制御部１６０へ送信する。
【００２６】
　電極温度検出部１００は、例えば放射式温度計であり、離間した位置から電極層４０の
温度を検出し、検出した信号を制御部１６０へ送信する。
【００２７】
　風速検出部１１０は、乾燥炉内の風速を検出し、検出した信号を制御部１６０へ送信す
る。
【００２８】
　炉内温度検出部１２０は、例えば熱電対や抵抗温度計等であり、乾燥炉５０内の雰囲気
温度を検出して、検出した信号を制御部１６０へ送信する。
【００２９】
　搬送部６０は、電極スラリー２０を塗布する前の電極箔３０を供給する供給ロール６１
と、電極層４０を乾燥させた後の電極箔３０を巻き取る巻取りロール６２と、供給ロール
６１と巻取りロール６２との間に配置され電極箔３０の下面を保持する複数のサポートロ
ール６３と、を有している。供給ロール６１には、電極箔３０を予め巻回してある。巻取
りロール６２には、巻取りロール６２を回転駆動するモータＭを接続してある。モータＭ
を駆動して巻取りロール６２を回転駆動すると、電極箔３０は、供給ロール６１から繰り
出され、乾燥炉５０内を搬送され、巻取りロール６２に巻き取られる。このようにして、
搬送部６０は、長尺状の電極箔３０をロール・トゥ・ロール方式によって連続的に搬送す
る。
【００３０】
　電極スラリー２０の塗布は、電極箔３０を搬送しつつ、塗布部１４５によって行う。塗
布部１４５は、溶媒２１を含むスラリー状の電極スラリー２０を電極箔３０に塗布するコ
ーター１４６を有している。コーター１４６は、電極箔３０に対向し、電極箔３０を搬送



(7) JP 5929190 B2 2016.6.1

10

20

30

40

50

しながら間欠的に電極スラリー２０を塗布する。これにより、電極スラリー２０は、一定
の間隔の隙間を空けて間欠的に配列する。コーター１４６を使っての間欠塗工方式では、
ロール・トゥ・ロール方式で供給される集電箔に、電極スラリー２０を、膜厚３０～３０
０μｍ程度で均一に塗工し、連続生産を行う。
【００３１】
　制御部１６０は、ＣＰＵおよびメモリを主体として構成され、動作を制御するためのプ
ログラムがメモリに記憶されている。制御部１６０は、塗布部１４５の作動を制御して、
電極スラリー２０の塗布量、塗布厚さなどを調整し、各々の乾燥ゾーン５１～５６ごとに
加熱部８０および送風部７０の作動を制御して、給気の温度、風量などを調整する。制御
部１６０はまた、モータＭの作動を制御して、電極箔３０の搬送速度を調整する。
【００３２】
　さらに、制御部１６０は、溶媒濃度検出部１３０、炉内温度検出部１２０、風速検出部
１１０および電極温度検出部１００から送信される信号から、溶媒蒸発量Ｍを算出する。
すなわち、炉内における溶媒蒸発量Ｍは、雰囲気中の溶媒濃度、炉内温度、炉内の風速、
および電極層４０の温度の条件により決定されるため、これらの乾燥因子の計測値に基づ
いて、電極層４０から蒸発した溶媒２１の総量である溶媒蒸発量Ｍを算出する。なお、溶
媒蒸発量Ｍは、雰囲気中の溶媒濃度が低く、炉内温度が高く、炉内の風速が高く、かつ電
極層４０の温度が高いほど上昇する。これらの乾燥因子に基づく溶媒蒸発量Ｍは、実験的
に求めることができる。
【００３３】
　また、制御部１６０には、図５に示すように、時間に対する溶媒蒸発量の軌跡で定義さ
れる乾燥基準値Ａ１を予め記憶させる。そして、制御部１６０は、計測される乾燥因子か
ら算出される溶媒蒸発量Ｍが乾燥基準値Ａ１の範囲内に常に収まるように、加熱部８０、
追加加熱部９０および送風部７０を自動で調整する。加熱部８０、追加加熱部９０による
加熱量を増加させ、かつ送風部７０による送風量を上昇させるほど、溶媒蒸発量Ｍは上昇
することになる。
【００３４】
　なお、本実施形態では、乾燥基準値Ａ１は、図５に示すように、溶媒蒸発量が幅を有す
る帯状の範囲で定義されているが、幅を有しない線で定義して、算出される溶媒蒸発量Ｍ
が線に極力追従するように制御してもよい。乾燥基準値Ａ１は、実験等によって決定され
る。
【００３５】
　そして、乾燥基準値は、乾燥に必要な時間に応じて、複数（本実施形態では２つ）設け
られる。図６は、図５に示す乾燥基準値Ａ１よりも長い時間をかけて乾燥させる場合の乾
燥基準値Ａ２を示している。
【００３６】
　本実施形態の作用を説明する前に、乾燥炉５０に供給する給気の温度や風量が適切でな
いときに生じる不具合について説明する。
【００３７】
　熱風を用いた乾燥炉５０において乾燥速度の向上を図る場合には、熱風温度を高くする
とともに風量を増加し、電極層４０の表面と雰囲気５７との界面部分における溶媒２１（
ＮＭＰ）の除去量を増加させる。このような対応の場合、乾燥が早くなって、電極層４０
の表面近傍にバインダー２３（ＰＶＤＦ）が偏析してしまう。このため、電極箔３０に強
く密着した塗膜つまり強密着の電極層４０を得ることができなくなる。
【００３８】
　熱風温度を高くした場合にバインダー２３の偏析が生じる原因として、次のようなもの
を挙げることができる。すなわち、乾燥時においてはバインダー２３を溶媒２１に溶かし
たものが電極層４０に含まれているので、電極層４０を高い温度の環境下にさらすと、電
極層４０内において溶媒２１自体が対流を起こす。その結果、溶解しているバインダー２
３が偏析してしまう。
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【００３９】
　また、風量を増加した場合にバインダー２３の偏析が生じる原因として、次のようなも
のを挙げることができる。すなわち、電極層４０の表面近傍における溶媒２１（ＮＭＰ）
だけが優先的に蒸発して表面近傍だけが先に乾き（表面先乾き）、この表面先乾き部分に
生じた亀裂やホールなどによる毛細管現象によって、ＮＭＰを深部から表面に向けて吸い
上げる。その結果、溶解しているバインダー２３が偏析してしまう。
【００４０】
　乾燥時にバインダー２３の偏析を生じ得る乾燥条件では、表面粗さが大きく、密着力も
弱いことから、電極箔３０と電極層４０との接触量あるいは接触面積が少なくなる。この
ため、初期における電池内の抵抗値のみならず、充放電を繰り返した後の電池内の抵抗値
も高くなり、電極性能の低下を招くことになる。
【００４１】
　発生したバインダー２３の偏析を解消するために、乾燥後の電極をロールプレス機など
によって圧縮する方法がある。しかしながら、乾燥が完了して電極層４０が固着した後に
強制的に構造変化させることになるため、電極層４０の密着強度はさほど向上しない。し
かも、低コストで量産を実現する観点から、乾燥工程の後に圧縮工程を付加することは避
けることが望ましい。
【００４２】
　次に、本実施形態の作用を説明する。
【００４３】
　モータＭを駆動して巻取りロール６２を回転駆動し、電極箔３０を、供給ロール６１か
ら繰り出し、巻取りロール６２に巻き取る。コーター１４６は、移動している電極箔３０
の表面に間欠的に電極スラリー２０を塗布する。制御部１６０は、塗布部１４５の作動を
制御し、電極スラリー２０の塗布量、塗布厚さなどを調整している。加熱部８０および送
風部７０は、熱風を、上下のノズル１４２，１４３から熱風通路内に供給する。電極箔３
０の表面に溶媒２１を含む電極スラリー２０を塗布した後、電極層４０を第１の乾燥ゾー
ン５１～第６の乾燥ゾーン５６へ順次搬送しつつ、各々の乾燥ゾーン５１～５６の乾燥炉
５０内において、電極層４０に含まれる溶媒２１を蒸発させる。
【００４４】
　また、各々の乾燥炉５０内において、捕集用ノズル１３２からは、熱風供給管１５０か
ら供給される加熱された空気を吐出し、電極層４０の上面に沿う空気の流れを形成して、
捕集管１３１へ空気を導入させる。空気の流れは、例えば、図７（Ａ）に示すように電極
層４０に沿う層流としたり、または図７（Ｂ）に示すように直進性を有する渦状とするこ
とができる。捕集管１３１は、捕集した空気を溶媒濃度計１３４に導いた後、排気管１９
０へ排出する。このように、捕集用ノズル１３２および捕集管１３１を設けることで、電
極層４０から蒸発した溶媒を効果的に捕集することができ、溶媒２１の蒸発に影響する電
極層４０の近傍の溶媒濃度を、溶媒濃度計１３４によって正確に計測できる。
【００４５】
　そして、各々の乾燥ゾーン５１～５６において、溶媒濃度検出部１３０、炉内温度検出
部１２０、風速検出部１１０および電極温度検出部１００により、雰囲気中の溶媒濃度、
炉内温度、炉内の風速、および電極層４０の温度を逐次検出し、検出した信号を制御部１
６０に送信する。制御部１６０は、受信した信号から、搬送中の電極層４０からの溶媒蒸
発量Ｍを、逐次算出する。このように、乾燥炉５０内における溶媒蒸発量Ｍは、雰囲気中
の溶媒濃度、炉内温度、炉内の風速、および電極層４０の温度の条件により決定されるた
め、これらの乾燥因子を計測することで、電極層４０から蒸発した溶媒蒸発量Ｍを算出す
ることができる。なお、炉内温度と電極層４０の温度を略同一と近似して、一方のみを計
測して溶媒蒸発量Ｍの算出に利用することもできる。
【００４６】
　そして、制御部１６０は、計測される乾燥因子から算出される溶媒蒸発量Ｍが、予め設
定されている乾燥基準値Ａ１の範囲内に常に収まるように、加熱部８０および送風部７０
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を制御して自動で調整する。
【００４７】
　そして、電極層４０を第１の乾燥ゾーン５１～第６の乾燥ゾーン５６へ順次搬送しつつ
、各々の乾燥ゾーン５１～５６の乾燥炉５０内において、算出される溶媒蒸発量Ｍが予め
設定されている乾燥基準値Ａ１の範囲内に常に収まるように、電極層４０に含まれる溶媒
２１を蒸発させる。このように、乾燥因子である雰囲気中の溶媒濃度、炉内温度、炉内の
風速、および電極層４０の温度を常に監視して溶媒蒸発量Ｍを乾燥基準値Ａ１内に調整す
ることで、時間の経過に応じて変化する乾燥基準値Ａ１に追従するように、望ましい溶媒
蒸発量Ｍを維持することができる。このため、剥離強度が強く性能の高い電極を安定して
製造することができる。
【００４８】
　そして、乾燥工程にかける時間を変更する必要が生じると、乾燥基準値Ａ１を、図６に
示す他の乾燥基準値Ａ２に切り換える。
【００４９】
　電極の製造工程には、電極スラリー２０の固形分を溶媒２１に分散する工程、電極スラ
リー２０を電極箔に塗布する工程、電極スラリー２０の乾燥工程、乾燥した電極層４０を
プレスする工程、そして電極を所定の形状に切断する工程が含まれており、これらの工程
を連続的に行うことで、電極の高い生産速度を発揮する。しかしながら、各工程は個々の
生産速度を有しており、工程間に、材料や生産物の受け渡しに伴う待ち時間や清掃時間等
が発生する。しかしながら、電極乾燥装置１０は、一旦停止させると再び起動するのに時
間がかかるため、電極乾燥装置１０が、停止させることなしに生産時間の増減を吸収でき
る能力を備えることが望ましい。そして、乾燥時間の異なる複数の乾燥基準値Ａ１，Ａ２
を設けることで、乾燥時間を自在に変更可能とし、前後の工程との間での生産時間の増減
を吸収することが可能となる。
【００５０】
　したがって、例えば、容器に入れて一定量ずつ供給される電極スラリー２０の容器を交
換する場合に、電極乾燥装置１０を停止させずに、乾燥基準値Ａ２に切り換えて電極乾燥
工程にかける時間を変更し、容器を交換する時間を稼ぐことができる。
【００５１】
　乾燥基準値Ａ２に切り換わると、制御部１６０は、モータＭを制御して搬送速度を変更
する。
【００５２】
　そして、制御部１６０は、計測される乾燥因子から算出される溶媒蒸発量Ｍが、予め設
定されている乾燥基準値Ａ２の範囲内に常に収まるように、加熱部８０および送風部７０
を制御して自動で調整する。そして、電極層４０を第１の乾燥ゾーン５１～第６の乾燥ゾ
ーン５６へ順次搬送しつつ、各々の乾燥ゾーン５１～５６の乾燥炉５０内において、算出
される溶媒蒸発量Ｍが、変更された乾燥基準値Ａ２の範囲内に常に収まるように、電極層
４０に含まれる溶媒２１を蒸発させる。
【００５３】
　そして、乾燥基準値Ａ２への切り換えに伴い、いずれかの乾燥ゾーン５１～５６におい
て炉内温度を上昇させる必要が生じた場合、加熱部８０による加熱は乾燥炉５０内の全体
を昇温させるために時間を要することから、加熱部８０による加熱量を上昇させつつ、追
加加熱部９０をも作動させる。追加加熱部９０は、シャッター９２を閉じた状態で照射部
９１を作動させておくことで、図８に示すようにシャッター９２を開くと同時に、電極層
４０を迅速に加熱することができる。シャッター９２を開くと、スリット９３から赤外線
が照射されるが、この際、スリット９３の延びる方向（幅方向）に均一な照射率となって
いるため、電極層４０を幅方向に均一に加熱することができる。また、スリット９３から
照射される赤外線は、スリット９３の隙間方向（搬送方向）には、中央部を頂点として両
方向（搬送方向の上流方向および下流方向）へ照射率が減少するため、搬送方向へ移動す
る電極層４０が赤外線の照射範囲に入る際に、急激に加熱されず、溶媒の乾燥を良好に維
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持することができる。この後、加熱部８０による加熱によって乾燥炉５０内の温度が全体
的に上昇するに従い、追加加熱部９０による加熱量を低減させ、最終的に追加加熱部９０
を停止させる。
【００５４】
　このように、乾燥因子である雰囲気中の溶媒濃度、炉内温度、炉内の風速、および電極
層４０の温度を常に監視して溶媒蒸発量Ｍを乾燥基準値Ａ２内に調整することで、乾燥時
間が変更されても、乾燥基準値Ａ２に追従するように、望ましい溶媒蒸発量Ｍを維持する
ことができる。このため、常に望ましい乾燥状態を維持できるため、バインダー２３の偏
析が生じることを防止できる。バインダー２３の偏析を生じさせない条件にて電極層４０
を乾燥させているので、電極箔３０と電極層４０との密着性が向上し、電極箔３０と電極
層４０との接触量あるいは接触面積が十分大きくなる。このため、初期における電池内の
抵抗値はもちろんのこと、充放電を繰り返した後の電池内の抵抗値も低くなり、電極性能
の向上を図ることが可能となる。
【００５５】
　そして、電極スラリー２０の容器の交換が終了すると、乾燥時間の短い（乾燥速度の速
い）元の乾燥基準値Ａ１に戻して、電極の乾燥を行うことになる。この際においても、い
ずれかの乾燥ゾーン５１～５６において炉内温度を上昇させる必要が生じた場合、加熱部
８０による加熱量を上昇させるとともに、追加加熱部９０を作動させる。そして、加熱部
８０による加熱によって乾燥炉５０内の温度が全体的に上昇するに従い、追加加熱部９０
による加熱量を低減させ、最終的に追加加熱部９０を停止させる。
【００５６】
　＜実験例＞
　炉内の搬送方向の長さＸ（ｍ）の乾燥炉を用いて、搬送速度０．５Ｘ（ｍ／分）で乾燥
実験を行った。乾燥炉内は複数の乾燥ゾーンに区分けし、乾燥ゾーンごとに温度および風
速を個別に設定できるようにした。各乾燥ゾーンに、溶媒濃度検出部、炉内温度検出部、
風速検出部および電極温度検出部を設けて、雰囲気中の溶媒濃度、炉内温度、炉内の風速
、および電極層の温度を監視して記録した。そして、計測される乾燥因子に基づいて溶媒
蒸発量を算出し、溶媒蒸発量の時間変化の軌跡を求めた。この際、乾燥因子を変化させる
ように設備条件を変更し、表１の実験例１～５に示すように、複数の溶媒蒸発量の時間変
化の軌跡を得た。そして、実験例１～５の条件で電極を作製し、剥離強度と、充放電を１
００回繰り返した後の電池内の抵抗値を評価した。結果を表１に示す。
【００５７】
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【表１】

【００５８】
　結果として、実験例１および実験例５は、剥離強度が低く抵抗値が高くなっており、電



(12) JP 5929190 B2 2016.6.1

10

池としての品質を満たさなかった。これに対し、実験例２～実験例４は、剥離強度が高く
抵抗値が低くなっており、電池としての品質を満たした。このように、作製される電池が
良好な性能を示す溶媒蒸発量の軌跡を複数得ることができた。したがって、実験例２～実
験例４の条件の範囲で、電池の品質が成立するための乾燥基準値を設定することが可能と
なった。
【００５９】
　次に、同一の乾燥炉を用いて、搬送速度を先の実験の半分の０．２５Ｘ（ｍ／分）で乾
燥実験を行った。なお、搬送速度以外は、先の実験と同一の乾燥条件とした。そして、各
乾燥ゾーンでの溶媒蒸発量が実験例１～５と同様となるように、乾燥ゾーンごとに温度お
よび風速を制御して、実験例６～１０の結果を得た。すなわち、実験例６～１０は、実験
例１～５より得られた溶媒蒸発量の軌跡を乾燥基準値として用いて、電極を作製したもの
である。結果を表２に示す。
【００６０】
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【表２】

【００６１】
　結果として、実験例１および実験例５に対応する実験例６および実験例１０は、剥離強
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度が低く抵抗値が高くなっており、電池としての品質を満たさなかった。これに対し、実
験例２～実験例４に対応する実験例７～実験例９は、剥離強度が高く抵抗値が低くなって
おり、電池としての品質を満たした。このように、搬送速度が変化して、炉内の各乾燥ゾ
ーンを通過する時間が変化しても、品質が成立する乾燥基準値を用いることで、好ましい
電極を得られることが確認された。
【００６２】
　以上説明したように、本実施形態によれば、時間に対する電極層４０からの溶媒２１の
蒸発量の軌跡で定義される乾燥基準値Ａ１，Ａ２を予め設定し、乾燥炉５０内の温度、風
速および溶媒濃度を含む乾燥因子を検出して当該乾燥因子に基づいて溶媒蒸発量Ｍを算出
する。そして、当該溶媒蒸発量Ｍが乾燥基準値Ａ１，Ａ２に追従するように、加熱部８０
および送風部７０を制御しつつ電極層４０を乾燥させている。したがって、電極層４０の
連続的な乾燥状態を把握しつつ、望ましい乾燥条件を設定することができる。このため、
連続的に設けられる望ましい乾燥条件で電極層４０を乾燥させるので、バインダー２３の
偏析が生じることを防止できる。バインダー２３の偏析を生じさせない条件にて電極層４
０を乾燥させているので、電極箔３０と電極層４０との密着性が向上し、初期における電
池内の抵抗値はもちろんのこと、充放電を繰り返した後の電池内の抵抗値も低くなり、電
極性能の向上を図ることが可能となる。
【００６３】
　乾燥炉５０内に電極層４０を保持する乾燥時間を変更する場合に、乾燥因子に基づいて
算出される溶媒蒸発量Ｍが、変更した後の乾燥時間に対応する既定の乾燥基準値Ａ１，Ａ
２に追従するように、加熱部８０および送風部７０を制御する。したがって、乾燥時間を
自在に変更可能とし、前後の工程との間での生産時間の増減を吸収することが可能となる
。
【００６４】
　乾燥炉５０内に電極層４０を保持する乾燥時間を変更する場合に、加熱部８０に加えて
加熱部８０と異なる追加加熱部９０を用いて電極層４０を加熱する。このため、電極層４
０を迅速に加熱することが可能となり、変更された乾燥条件へ迅速に移行することができ
る。
【００６５】
　乾燥炉５０内に電極層４０を保持する乾燥時間を変更する場合に、加熱部８０による加
熱量を増加させつつ追加加熱部９０を作動させた後、追加加熱部９０による加熱量を徐々
に減少させる。このため、追加加熱部９０を用いて変更された乾燥条件へ迅速に対応した
後、加熱部８０による加熱が効果を発揮するにつれて追加加熱部９０による加熱を減少さ
せることができ、望ましい乾燥条件を維持することができる。
【００６６】
　電極層４０から蒸発した溶媒２１を排気するための専用の捕集管１３１（排気経路）を
設け、捕集管１３１に溶媒濃度検出部１３０を配置して溶媒の濃度を検出する。このため
、電極層４０から蒸発した溶媒２１を効果的に捕集でき、溶媒２１の蒸発に影響する電極
層４０の近傍の溶媒濃度をより正確に検出できる。
【００６７】
　乾燥炉５０内に専用の捕集管１３１（排気経路）へ向かう流体の流れを生じさせて捕集
管１３１へ蒸発した溶媒２１を導くため、蒸発した溶媒２１をより効果的に捕集できる。
【００６８】
　専用の捕集管１３１（排気経路）へ向かう流体の流れを生じさせる捕集用ノズル１３２
を設け、捕集用ノズル１３２により捕集管１３１へ蒸発した溶媒２１を導くため、望まし
い流れを容易に形成でき、蒸発した溶媒２１をより効果的に捕集できる。
【００６９】
　（改変例）
　乾燥炉５０内を複数（６つ）の乾燥ゾーン５１～５６に区画した実施形態を示したが、
乾燥ゾーンは６つでなくてもよく、または１つだけの乾燥炉にも本発明を適用することは
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できる。
【００７０】
　追加加熱部９０は、赤外線の照射範囲が線状であると、照射範囲内のみで乾燥速度が急
激に上昇しやすいため、照射率が電極層４０の搬送方向に向かって徐々に変化するように
、赤外線の透過率を設定できる赤外線反射膜を介して赤外線を照射してもよい。または、
シャッター９２を構成する材料に、赤外線反射膜を用いることもできる。
【００７１】
　また、図９に示すように、溶媒濃度検出部を捕集管に設けるのではなく、乾燥炉５０内
において電極層４０からの距離が異なる複数個所に溶媒濃度検出部２００，２０１を配置
してもよい。このとき、溶媒濃度検出部２００は、電極層４０の上方に形成される気液境
界層の上部に位置し、溶媒濃度検出部２０１は、電極層４０の気液境界層の下部に位置し
ている。これにより、複数の溶媒濃度検出部２００，２０１による検出結果を平均化する
ことで、場所による溶媒の濃度の偏りに左右されずに、正確な溶媒蒸発量Ｍを算出するこ
とができる。また、当然に、捕集管に設けられない１つの溶媒濃度検出部のみで構成する
こともできる。
【００７２】
　また、追加加熱部は、赤外線を照射する構成に限定されない。例えば、図１０に示すよ
うに、サポートロール２１１に、サポートロール２１１自体を加熱する加熱源２１２と、
サポートロール２１１内に冷媒を循環させてサポートロール２１１を冷却させる冷却手段
２１３と、を設けた追加加熱部２１０とすることができる。加熱源２１２は、加熱可能で
あれば構成は限定されず、例えば電熱線、赤外線、熱交換器、または電磁誘導加熱等を利
用できる。このような構成とすることで、サポートロール２１１に直接接する電極箔３０
を介して、電極層４０を加熱することができる。また、冷却手段２１３が設けられること
で、追加加熱部２１０による加熱が不要となった場合に、サポートロール２１１を迅速に
冷却でき、目的の温度への追従性が向上する。また、加熱源２１２に電磁誘導加熱を利用
する場合には、サポートロール２１１を加熱するのではなしに、金属製の電極箔３０を直
接加熱する構成としてもよい。
【００７３】
　また、図１１に示すように、加熱部８０と並列に設けられて、加熱部８０と同様に乾燥
炉５０内へ送風される空気を加熱する追加加熱部２２０を設けてもよい。追加加熱部２２
０は、制御部１６０によってバルブ２２１を開閉することで、熱風供給管１５０への熱風
の供給および停止を切り換え可能である。
【００７４】
　また、各乾燥ゾーン５１～５６には、同様の構成の追加加熱部９０を設けているが、各
乾燥ゾーン５１～５６に、異なる構成の追加加熱部を設けてもよい。
【００７５】
　また、電極箔３０を連続して搬送する形態を図示したが、バッチ式で搬送する形態でも
よい。
【００７６】
　さらに、本発明は、電極スラリー２０を間欠的に塗布する場合に限られるものではなく
、電極スラリー２０を連続塗布する場合にも適用できることは言うまでもない。
【符号の説明】
【００７７】
　　１０　　電極乾燥装置、
　　２０　　電極スラリー、
　　２１　　溶媒、
　　４０　　電極層、
　　５０　　乾燥炉、
　　５１～５６　　第１～第２の乾燥ゾーン、
　　６０　　搬送部、



(16) JP 5929190 B2 2016.6.1

10

　　７０　　送風部、
　　８０　　加熱部、
　　９０，２１０　　追加加熱部、
　　１００　　電極温度検出部、
　　１１０　　風速検出部、
　　１２０　　炉内温度検出部、
　　１３０，２００，２０１　　溶媒濃度検出部、
　　１３１　　捕集管（専用の排気経路）、
　　１３２　　捕集用ノズル、
　　１３４　　溶媒濃度計、
　　１４５　　塗布部、
　　１６０　　制御部、
　　Ａ１，Ａ２　　乾燥基準値、
　　Ｍ　　溶媒蒸発量。

【図１】 【図２】
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